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はじめに
　アメリカは、その変化の影響力を自国内だけにと
どめない国家である。特に第2次世界大戦以降、アメ
リカは一貫して国際政治全体を変える動きを有してき
た。そして、1980年代のレーガン政権下のアメリカは、
第2次世界大戦後40年以上続いた冷戦体制を終わらせ、
世界を劇的に変えたのであった。
　1981年に誕生したレーガン政権は、それ以前の政権
が形成してきた対ソ連・対東側へのデタント路線を
真っ向から否定し、「力による平和」（Peace through 
Strength）を国際政治上の基本戦略においた。そして、
当時のソビエト社会主義共和国連邦（以下、ソ連）を
事実上の盟主とした共産主義陣営と鋭く対峙し、世界
各地の反共産主義勢力も積極的に支援するというレー
ガンドクトリンを打ち出した。
　レーガン政権の強硬な国際政治戦略は大規模戦争を
も引き起こすのではないかという危惧すら持たれ、当
初、深刻な衝撃を世界に与えた。しかし、卓越したレー
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ガンの国際政治戦略は、同時代の多数の人が半永久的
に固定された世界体制とも認識していた冷戦体制にピ
リオドを打ち、それまで地球上の約3分の1を占有して
いた社会主義・共産主義体制の大半を一挙に消滅させ、
世界を自由主義・資本主義・市場主義体制に全面的に
移行させる契機を創造し、本格的に世界が一体化し行
くグローバル化（Globalization）への突破口を開いて
いった。
　レーガン政権は対ソ連外交を政権の中心的な外交と
して強硬に進めつつ、対ソ連外交体系の一構成要素と
して、ソ連の影響力が浸透していたソ連同盟国・友好
国やそれらが存在するエリアへの、レーガンドクトリ
ンに基づく強硬な国際政治戦略を進めていった。1980
年代において、ソ連の影響力が浸透していたエリアは、
中米・中東・アフリカなど複数存在した。その中でも、
強力なソ連の同盟国キューバの影響力が強かった中米
は、ソ連にとってその覇権を拡大する好機を狙う絶好
のエリアとなっていた。一方、アメリカにとっても、
中米を含むラテンアメリカは、歴史的に「米国の裏庭」
として、他国の覇権を許容できないエリアであった。
レーガンは対ソ連外交でソ連を直接的に圧倒していく
ことを中心とした国際政治戦略体系中で、対中米外交
を連動させていった。
　レーガン政権は1981年から1983年にかけてソ連に対
して強硬路線を進める時、対中米外交も強硬に展開さ
せた。しかし、1985年以降、アメリカの強硬路線で疲
弊していったソ連が大幅に譲歩の姿勢を示す時、レー
ガン政権の対中米外交も柔軟に変化していくのであっ
た。
　本稿では、レーガン政権の対中米外交を、対ソ連強
硬路線を基調とした1980年代のアメリカ国際政治戦略
体系の一つの構成要素という視点から分析する。
１．レーガン政権以前の中米の状況
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　中米は基本的に先進超大国アメリカに隣接したエリ
アで、アメリカからの直接投資、アメリカへの製品輸
出等によって、経済的に発展するポテンシャルを有す
るエリアであった。しかし、中米は、政治的不安定、
社会的不公正、極度な経済格差の存在などで、恒常的
に社会は不安定で経済発展は遅れていた。そのような
状態は左派社会主義革命を生じさせる温床となり、結
果として中米は左派社会主義革命を支援しようとする
ソ連と、それを阻止しようとするアメリカによる「代
理戦争」を惹起させがちなエリアとなっていた。⑴
　1977年からスタートしたカーター政権は、「人権外
交」を基軸に中米に対しても、比較的穏健な外交を展
開した。1977年には、「新パナパ運河条約（パナパ運
河条約及びパナパ運河の永久中立と運営に関する条
約）」を締結した。この条約によって、パナマ運河と
運河地帯の施政権が1999年12月31日をもって、パナマ
に正式に委譲されることになった。⑵
　ニカラグアでは、1936 ～ 79年の43年間に渡って、
ソモサ・ファミリー（親子2代3人）による独裁政権（ソ
モサ王朝と呼ばれた）が続いていた。ソモサの独裁政
権は親米のスタンスをとり続けていたため、アメリカ
も長期に渡って独裁政権を許容していた。
　ところが1979年6月、ニカラグアのサンディ二スタ
民族解放戦線（FSLN、以下FSLN）が、ソモサ独裁政
権に対して大規模な軍事攻撃を開始し、同年7月に社
会主義革命（ニカラグア革命）を成功させ、ダニエル
＝オルテガが国家再建会議議長に就任した。⑶革命後の
ニカラグアは、キューバ・ソ連との関係を強め、キュー
バ・ソ連もFSLNを軍事的・経済的に支援し始めた。
1980年になると、ニカラグアのFSLNに影響されてエ
ルサルバドルでも、ファラブンド・マルティ民族解放
戦線（FMLN、以下FMLN）が社会主義革命運動を開
始し、エルサルバドル内戦が勃発した。さらに、1980
年代初頭、グアテマラでも左派革命の流れが形成され
ていった。即ち、武装反乱軍（FAR）がグアテマラ政
府の打倒を狙い政府軍との戦闘を開始した。又、キュー
バで、グアテマラ国民革命連合（URNG）と愛国グア
テマラ委員会（CGUP）が発足し、左派の革命運動は
加速し内戦が激化して行くことになった。
　カーター政権末期には、伝統的な「米国の裏庭」に、
キューバに次ぐ社会主義国家がニカラグアに誕生し、
さらに隣接するエルサルバドル、グアテマラでも社会
主義革命への動きが活発になっていった。アメリカが
伝統的にプレゼンスを確立してきたエリアは、もろく
も崩れさっていく危機にあった。⑷ 1980年のカーターと
対峙した大統領選挙において、レーガンは中米戦略の
強化を訴えていた。
２．レーガン政権の対中米外交
2.1.　―1981年―
2.1.1.　レーガン政権の中米への基本スタンス
　1981年に大統領に就任したレーガンは、キューバ ・ー
ニカラグア・エルサルバドル・グアテマラと、ドミノ
倒しのように中米カリブ海エリアに、社会主義革命が
波及しソ連支配下の共産国家が発生するという「ドミ
ノ理論」を主張した。事実、1981年時点で、米国の情
報機関は、ソ連がその大量の兵器をキューバに移送し、
キューバからニカラグアに渡り、さらにニカラグアか
らエルサルバドル・その他中米諸国に渡っているとい
う情報を得ていた。「ソ連⇒キューバ⇒ニカラグア⇒
エルサルバドル⇒その他の中米諸国（グアテマラ・ホ
ンジュラス・コスタリカ）」というソ連の中米への影
響力浸透の流れを、米国はソ連が中米諸国を共産化す
る動きとして、懸念をもって注視していた。
　レーガンは就任後直ちに、「エルサルバドル死守」
を宣言し、エルサルバドルの軍事政権の支持を表明し
た。そして、ニカラグアをエルサルバドル等中米の政
治不安を招く国家として強く批判し始めた。
　1981年2月には、レーガン政権の国務省は『エルサ
ルバドル白書』を発表した。『エルサルバドル白書』は、
エルサルバドル内戦におけるFMLN等の「解放勢力」
を共産主義勢力と断定し、またそれら勢力へのニカラ
グア政府の関与を指摘したもので、エルサルバドル政
権への軍事援助を含む多様な支援の必要性を訴えた。
また、エルサルバドル「解放勢力」の背後にソ連・キュー
バ・ニカラグアが存在するとし、ニカラグアへの経済
制裁を提言した。
　レーガンはニカラグアやニカラグアへのソ連、
キューバ等の関与を懸念し、次のように述べている。
「毎日のようにモスクワの代理人フィデル・カストロ
が、ますます多くの兵器や共産主義者の “顧問” を中
米地域に送り込んでおり、ニカラグアが全中米を共産
化するベースキャンプになりつつあることを示す新た
な証拠が明らかにされていた。ニカラグアのサンディ
ニスタ政権は1979年、独裁者アナスタシオ・ソモサを
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倒したあとニカラグア国民や米州機構（OAS）に対し、
ソモサの独裁に代わって民主主義を確立することを公
約して権力を掌握した。自由な選挙、自由な報道、自
由な企業、独立した司法制度も公約したはずだった。
しかし、ソモサ打倒後数週間もたたないうちに、サン
ディニスタは、一つの独裁体制に代えて別の独裁体制
の樹立に取りかかった。彼らはテレビ、ラジオ局を接
収し、新聞の検閲を始め、民主主義的感情に基づくと
みられるものすべてを、かつてソモサがやったのと同
様に乱暴、かつ無慈悲なやり方で圧殺した。その一方
で、彼らはカストロやモスクワ、東欧ブロックと同盟
を結んだ。」（わがアメリカンドリーム、388 ～ 389p）
　レーガンは中米での形勢逆転を狙いCIA等に迅速に
指示を出し、ニカラグアでの親米の反体制派（旧軍出
身者・地主層等）を結集させて行くのであった。レー
ガンは次のように述べている。「ビル・ケーシー以下
のCIA当局者は、キューバからニカラグア、エルサル
バドルへのソ連製兵器の流れを阻止しようとする非サ
ンディニスタ派ニカラグア国民に対し、今後数か月に
わたり援助を供与する隠密計画を通じ、中米での共産
主義の脅威に対処する構想をまとめ上げた。最初は数
えるほどでしかなかったこれらの人たちが、のちにニ
カラグアのコントラ自由戦士らの中核となった。」（わ
がアメリカンドリーム、390p）
　さらに、米国経済界及び世界経済の最大の実力集団
であるロックフェラーグループと緊密な関係を有して
いたレーガンは、ロックフェラーグループに中米対応
を要請したのであった。レーガンは次のように述べて
いる。「私はデービッド・ロックフェラーに中南米諸
国の経済改善計画を、“大巨人” がまたもやあれこれ指
図しようとする試みなどと受け取られないような形で
策定できないか検討してほしいと依頼した。」（わがア
メリカンドリーム、311p）
2.1.2.　ニカラグア介入の開始
　1981年、ニカラグアがソ連の軍事拠点になるとして、
レーガンはニカラグアに対する攻勢を強めていった。
即ち、1981年にニカラグアへの経済制裁を開始した。
段階的に経済制裁の水準を上げ1985年には全面禁輸ま
で行った。
　1981年、ニカラグア国内で、旧ソモサ政権の国家警
備隊員・ニカラグア新政府から離脱した保守派が終結
し「ニカラグア民主戦線」が結成された。アメリカは
ニカラグア民主戦線を直ちに支援し、ホンジュラス国
境からニカラグアに侵入させ、FSLNに対するゲリラ
戦を開始させた。また、1982年にはFSLN自体から離
脱して「民主革命同盟」が結成された。アメリカは民
主革命同盟も支援し、コスタリカ国境からニカラグア
のFSLNに攻撃を開始させた。これらFSLNに対抗する
勢力は総称して「コントラ」と呼ばれ始めた。
　コントラは、反革命を意味するスペイン語の、
contra-revolucion（英語では、counter-revolution）か
らきた名称であった。FSLNに反対するという意味で
あった。コントラは、3グループから形成されていた。
　第1に、最大のグループが、旧ソモサ軍を中心にし
たニカラグア民主軍（FDN）で、当初、数百人の部隊
であったが、米軍・イスラエル国防軍・ホンジュラス軍・
アルゼンチン陸軍・パナマ国軍からの訓練等の支援も
受け、1,500名の部隊にまで拡大した。ホンジュラスを
基地にして、ホンジュラス側からの攻撃を実行した。
　第2に、元FSLN司令官エデン＝パストラが率いた民
主革命同盟（ARDE）で、部隊規模は2,000 ～ 3,000名
で推移した。コスタリカを基地にして、コスタリカ側
から攻撃を実行した。
　第3に、FSLNの強制移住政策・スペイン語教育等の
同化政策に反発した、カリブ海岸の先住民、ミスキー
ト、ラマ、スモ等を中心とした、MISURASATAがあっ
た。
　レーガン大統領はコントラを、「自由の戦士」と呼
び賛嘆した。米国はホンジュラスに、コントラのため
の基地を建設した。⑸米国の支援を受けたコントラは、
1981 ～ 1984年にニカラグアの南北から攻撃を展開し
た。コントラの兵力は最盛期、約15,000人に拡大した。
　1981年レーガン政権は、グアテマラへの軍事援助も
開始した。
2.2.　―1982年―
2.2.1.　「イラン・コントラ・アフェアー」の発端
　1982年末に米国議会は、国防総省とCIAの予算を、
ニカラグアのFSLN打倒のために使用することを禁じ
た。これに対して、ホワイトハウスの国家安全保障担
当補佐官・国家安全保障会議事務局長ジョン＝ポイン
デクスター（John Poindexter）と国家安全保障会議
軍政部次長オリバー＝ノース中佐（Oliver North）は、
米国政府・国連安全保障理事会が武器禁輸国に指定し
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ていたイラン・イラク戦争中のイランに武器を秘密裏
に輸出し、その収益をコントラへの支援活動費に流用
した。レバノンでイランが支持するテロリストグルー
プ、ヒズボラに拘束されている米国人を解放する一貫
としてイランに武器売却が展開されたのであった。
　後にレーガン政権を揺るがすことになるイラン・コ
ントラ・アフェアー（Iran-Contra Affair）は、1986年
11月に、レバノンの新聞アルシラア誌によって、米国
が秘密裏に武器をイランに売却したと報道されたこと
から露見し始めるのであった。
2.3.　―1983年―
2.3.1.　コンタドーラグループの結成
　1983年7月、メキシコ・パナマ・ベネズエラ・コロ
ンビアといった中米を囲む諸国の大統領がパナマのコ
ンタドーラで、ニカラグア内戦・エルサルバドル内戦・
グアテマラ内戦に関して協議した。メキシコ・パナマ・
ベネズエラ・コロンビアの4カ国は「コンタドーラグ
ループ」と呼ばれ、中米での紛争を、米ソ対立・東西
対立のコンテキストで考えることを拒否し、大国や域
外国の干渉を排除しあくまで関係国の対話・交渉での
解決を主張した。そしてこの会議において、以下のこ
とが決議されたのであった。
① ラテンアメリカの問題は、ラテンアメリカ自身
で解決すべきであって、超大国（米ソ）の介入
を排除する。
②戦闘の終結
③自国領土内への外国軍隊の受け入れ禁止
④民兵勢力の武装解除
⑤政府と民兵組織の対話・和解
　しかし現実には、コンタドーラグループによる和平
調整にもかかわらず、ニカラグア内戦・エルサルバド
ル内戦・グアテマラ内戦は終結しなかった。
2.3.2.　ニカラグア空爆
　1983年、レーガン政権はニカラグアへの米軍による
直接的軍事攻撃を断行した。即ち、1983年9月～ 1984
年4月にかけて、ニカラグアの、プエルトサンディーノ・
コリント・サンファンデルスル・サンファンデルノル
テ・ポトシの、海軍基地・主要港等を空爆したのであっ
た。
2.3.3.　親米国家コスタリカへの支援
　コスタリカは1948年に、フィゲーレスが内戦から権
力を握り軍事評議会をつくり、その下の議会で1949年
憲法が成立した。この憲法によって、常設の軍隊が廃
止された。常設軍隊の廃止は、中米で頻繁に勃発して
いた「軍部による軍事クーデター」の温床をなくし、
結果として政治的安定につながることになった。⑹コス
タリカは、基本的に親米の外交スタンスをとり、外交・
安全保障に関して事実上、米国の力を背景とする戦略
を採用した。
　1980年代前半、レーガン政権は、モンへ大統領が
リーダーシップを執っていたコスタリカを強力に支援
した。モンヘ政権下のコスタリカとレーガン政権下の
アメリカには、緊密な同盟関係が構築された。アメリ
カは、年間2億ドル前後、コスタリカGDPの約10%に相
当する多額の経済援助を実行した。1983 ～ 85年のコ
スタリカ政府予算の1/3は、アメリカの経済援助で賄
われた。一方、コスタリカはその援助を、教育の充実・
強化等を中心に聡明に使用し、社会的安定を築いて行
き、そのベースの上に経済を安定化し発展させて行っ
た。またコスタリカは、アメリカを民主主義国家のモ
デルとし、米国の外交、安全保障、政治、経済の基本
的な考え方、方針なども支持したのであった。コスタ
リカは、ニカラグアのFSLNに対抗するコントラの基
地をコスタリカ内に設置することも認めた。⑺
　レーガン政権の支援を背景に安定した民主主義・
自由主義の親米国家に発展していったコスタリカは、
1986年のサンチェス大統領の登場を機に、中米和平を
前面に立って調整する国家となって行くのであった。
2.4.　―1985年―
2.4.1.　ゴルバチョフの登場と歴史の転換点
　1981年のレーガン政権の誕生以降、アメリカの強硬
な対ソ連外交にソ連も当初、米国への対決姿勢を崩さ
なかった。しかし、1982年から1985年にかけて、ブレ
ジネフ、アンドロポフ、チェルネンコと、3人の指導
者の相次ぐ死去に直面し、経済的にも疲弊していった
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ソ連は次第に、国際政治戦略を変更せざるをえない状
況に追い込まれて行く。
　1985年3月、ソ連で改革派のゴルバチョフが最高指
導者に就任した。ゴルバチョフは、疲弊した国内経済
を再建する上で対米軍事負担を軽減することを目指
し、対米協調路線を模索した。⑻1985年11月のレーガン・
ゴルバチョフのジュネーブでの米ソ首脳会談以降急速
に、米ソ間の対話が進み、米ソ協調が形成されていっ
た。その流れの中でソ連は、スターリン・フルシチョ
フ・ブレジネフ時代に顕著だった、共産主義の対外拡
張、その為の世界各地での左派勢力の支援、あるいは、
確立した左派政権の不穏な動きへのソ連の直接的介入
（ブレジネフドクトリンないし制限主権論）といった
従来からの伝統的な国際政治戦略を放棄して行くこと
になる。
2.5.　―1986年―
2.5.1.　コスタリカによる和平戦略の展開
　1986年コスタリカで、国民解放党（PLN）のオスカ ・ー
アリアス・サンチェス（以下、サンチェス）が大統領
に就任した。サンチェスは1940年生まれでコスタリ
カ・エレディア州の富裕層の出身だった。首都サンホ
セで学んだ後アメリカに留学し、ボストン大学で医学
を学ぶ。その後、コスタリカに帰国しコスタリカ大学
で、法学・経済学を学び、1967年にはイギリスに留学
し、ロンドン・スクール・オブ・エコノミクス、エセッ
クス大学で学んだ。エセックス大学から政治学博士号
を取得した。後に、ハーバード大学・プリンストン大
学・ダートマス大学・ワシントン大学等を含むアメリ
カの主要大学から、名誉学位を受ける。思想的に親米・
親英派であるサンチェスを、アメリカは強力にバック
アップして行く。
　サンチェスは大統領就任後、米ソ冷戦の影響で混乱
した中米に安定と平和を回復することを宣言した。サ
ンチェス大統領は、軍備全廃の日（Military Abolition 
Day）を定めるなど、コスタリカが平和志向国家であ
ることを世界にアピールした。
　サンチェスは、ニカラグア・エルサルバドル・グア
テマラ・ホンジュラスの各国指導者と精力的に会談し、
自ら作成した「平和計画」に結集するよう説得した。「平
和計画」には、①軍備の制限・②報道の自由の保証・
③公開の自由選挙、などが含まれていた。
2.6.　―1987年―
2.6.1．米ソ間でのINF全廃条約成立とソ連の対ニカラ
グア支援の終止
　1987年、米ソ間の協調路線は大きな歴史的成果を生
むことになっていった。即ち、1987年12月ワシントン
で、アメリカとソ連は、第2次世界大戦後初めての軍
備縮小、又、特定の核戦力カテゴリーの全廃となる
「INF（中距離核戦力）全廃条約」を締結した。レーガ
ンはワシントン会談の最終段階で、中米情勢に関して
もソ連と協議し、ゴルバチョフにソ連のニカラグアへ
の兵器積み出し等の軍事支援の停止を要請し、ゴルバ
チョフからの同意を得たのであった。ソ連はニカラグ
アへの軍事支援をストップし、さらにニカラグアへの
石油供給等も停止した。当時ニカラグアの年間石油需
要約75万トン中の20～30％を、ソ連は供給していたの
であった。ソ連の後ろ楯を失ったニカラグアは、安全
保障上も経済的にも一挙に弱体化した。ニカラグアで
は、1,000%以上のインフレが起き国民の不満は増大し
ていった。⑼
2.6.2．エスキプラス合意
　1987年8月、グアテマラのエスキプラスで、コスタ
リカ・ニカラグア・エルサルバドル・ホンジュラス・
グアテマラの大領領が会談した。サンチェス大統領が、
ニカラグア内戦の停戦・和平への調停案等を提案した。
これにより以下のような「エスキプラス合意」が成立
したのであった。
① サンディニスタ民族解放戦線とコントラの戦闘
終結
②コントラの武装解除
③政府軍の軍縮
④民主的選挙の実施
⑤国民の和解と融和
　中米では「エスキプラス合意」によって平和が回復
した。歴史的な中米和平合意を達成に導いたサンチェ
スは、ノーベル平和賞を受賞した。⑽
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2.7.　―1988年―
2.7.1.　中米５ヵ国大統領会議
　1988年1月、中米5 ヵ国大統領会議が開催され「サン・
ホセ共同宣言」が発表された。これをもって、中米の
安定がさらに確立に向かうと期待された。
2.7.2.　ニカラグアのホンジュラス侵攻とアメリカに
よる阻止
　「サン・ホセ共同宣言」で、中米の安定が確立され
ると見えたが、一時的に中米和平を危ぶませる事件が
起きた。1988年3月15日、ニカラグア政府軍がホンジュ
ラスへの侵攻を開始した。アメリカは即刻、3月17日
から、米軍をホンジュラスへ派遣しこの動きを阻止し
た。
　3月23日ニカラグア暫定停戦合意が成立した。この
暫定停戦合意は、①4月1日からの60日間の攻撃的軍事
活動の停止、②本格的停戦交渉の実施、を内容とする
ものであった。ニカラグアのホンジュラス侵攻の動き
に対してアメリカ議会も3月31日に、対ニカラグア反
政府勢力（コントラ）援助（非軍事に限り、4,790万ド
ル）の法案を可決した。
　その後4月15日～ 6月9日にかけて、ニカラグアの本
格的停戦交渉が4回実施され、中米情勢の安定は確立
して行った。
　1988年6月・7月アメリカは、シュルツ国務長官によ
るニカラグアを除く中米の歴訪を実現させ、中米の安
定化を世界にアピールしたのであった。
2.8.　―1989年以降―
　中米和平の潮流の中で、ニカラグアではFSLN自体
が次第に方針を変化させていった。即ち、急進的社会
主義からヨーロッパ型社会民主主義へのシフトであ
る。元来FSLNは、ヨーロッパ型中道左派政党を主力
とする「社会主義インターナショナル」にも加盟して
いた。1990年には民主的選挙を実施し、結果を受け
て野党になりニカラグア議会で第2党として活動して
いった。2006年11月には、政策を穏健化させたダニエ
ル＝オルテガが大統領に当選し、2007年1月に大統領
に就任した。また、2006年に行われた選挙でFSLNは、
92議席中38議席を獲得し第1党になった。
　1989年エルサルバドルでは、クリスティアーニが大
統領に就任した。内戦は完全には終止していなかった
が、1992年には国際連合が調整に乗り出し、和平が
実現した。そして、国際連合エルサルバドル監視団
（ONUSAL）が派遣され、その下で1994年に総選挙が
実施された。⑾ FMLNも合法政党として、政治活動を展
開するようになった。
　1990年代末までには、ニカラグア、エルサルバドル、
グアテマラの内戦は完全に終結し、中米全域において、
安定した民主化が実現していった。
おわりに
　1980年代の中米は、ソ連・キューバの支援を受けた
ニカラグアのFSLN・エルサルバドルの反政府勢力・
グアテマラの反政府勢力と、それらに対抗して米国が
バックアップしたニカラグアの反政府勢力（コント
ラ）・エルサルバドル政府・グアテマラ政府の間での
内戦が、事実上の「米ソ代理戦争」として展開された。
　1981年に誕生したレーガン政権は、ニカラグア・エ
ルサルバドル・グアテマラと、ドミノ倒しのように、
中米カリブ海エリア全体に社会主義革命が波及し、ソ
連支配下の共産国家が発生するという「ドミノ理論」
を主張した。そして、特に1981 ～ 83年の間は、反米
勢力への経済制裁、準軍事行動、空爆等の直接的軍事
行動、親米勢力への支援等を含めた包括的かつ強硬な
対中米戦略を展開し、中米の共産化、ソ連の覇権拡大
を阻止した。
　その後、1985年以降米ソ首脳会談が開始され、1987
年のINF全廃条約に象徴される米ソ間協調が実現し、
ソ連が国際政治戦略上で大幅に譲歩して行くのに対し
て、アメリカの中米に対する外交スタンスも、和平・
安定化実現の方向に変化していった。アメリカは、中
米にあって親米路線で民主化・自由化・経済的社会的
安定の実現に成功していったコスタリカをバックアッ
プし、中米和平を進めた。コスタリカのサンチェス大
統領のリーダーシップで、1987年に「エスキプラス合
意」が成立し中米は次第に、平和、安定の方向にシフ
トしていった。さらにアメリカはPKO等の国連の力も
引き出し、中米の安定を固めていったのである。
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註
（1）エルサルバドル駐在の米国大使ホワイトも「中米
紛争の根本原因は、失業・飢え・不公正にある」
とした。
（2）新パナパ運河条約では、アメリカ軍が完全撤退す
ることが予定されていたが、有事の際にアメリカ
が軍事介入する権利は保持されたのであった。
（3）サンディニスタ民族解放戦線（FSLN）は1961年
に、キューバ革命の影響を受けて、トマス＝ボル
ヘ、カルロス＝フォンセカらによって創設された。
その組織名を、1927 ～ 33年に米国の侵略に対抗
した革命家アウグスト＝セサル＝サンディーノに
由来させるほど、根本的に反米を基調とする組織
だった。1972年のニカラグア大地震の後、勢力を
拡大した。組織内部には、持久人民戦線派（国民
の大半を占める農民を中心による農村部基盤のグ
ループ）・プロレタリア潮流派（都市部の労働者
を中心基盤にするグループ）・第三の道派（資本家・
中流階級・学生・失業者・スラム街居住者等、最
も広範な人々を内包するグループ）が存在した。
（4）歴史的にアメリカは、「裏庭」と認識するラテン
アメリカに対しては直接的な軍事介入を含む、強
硬な国際政治戦略の手法を採用してきた。1954
年、グアテマラでPBSUCCESS作戦を実行し、親
米政権を樹立させた。1961年、左傾化するキュー
バのカストロ政権の転覆を狙い、プラヤ・ヒロン
侵攻事件（ピッグス湾事件）を起こしが、失敗し
た。1965 ～ 66年には、ドミニカ侵攻を断行した。
1970年チリにおいて、合法的選挙によって社会主
義政党の統一戦線である人民連合が政権を獲得
し、アジェンデを大統領とする社会主義政権が発
足した。これに対して米国は、ピノチェト将軍を
中心とする軍を支援しクーデターによって社会主
義政権を転覆させた。1983年には、グレナダへの
侵攻を断行した。
パナマでは1950年代から、ノリエガ将軍が親米
路線をとり、キューバのカストロ政権、ニカラグ
アのFSLNへの米国の対抗作戦に協力していた。
しかし、1985年以降の米ソ対話、1987年の中米和
平合意、1989年以降の急速な世界の民主化、自由
化といった潮流を理解できなかったノリエガは、
1989年の大統領選挙に落選すると、軍を使い選挙
の無効を宣言し独裁を保持した。これに対してア
メリカは軍事介入し、ノリエガを排除、拘束し、
大統領選挙で当選したギジェルモ＝エンダラの大
統領就任を、バックアップしパナマの民主化を達
成させた。
（5）アメリカは、ニカラグア・エルサルバドル・グア
テマラの3国に近接するホンジュラスに建設した
コントラの戦略前線基地を重視した。
（6）但し、コスタリカの1949年憲法でも、非常事態に
おける徴兵を定めている。
（7）さらに後にコスタリカは、パナマの政権打倒をめ
ざす武装組織の訓練基地のコスタリカ内設置も認
めている。
（8）1985年3月のソ連共産党書記長就任直後のゴルバ
チョフの国際政治戦略は、世界の共産主義勢力を
支援するというソ連の旧来からの戦略と同じで
あった。事実、ゴルバチョフは1985年4月、ニカ
ラグアのFSLNの指導者、ダニエル＝オルテガと
会い、ソ連の財政支援継続を約束した。これに対
して、アメリカは対ニカラグア全面禁輸を断行し
たのであった。
（9）外交上の交渉対象国の経済を疲弊、不安定にさせ、
交渉を有利に進めるのは、国際政治戦略の常套手
段とも言える。
（10）サンチェスは1990年まで大統領を務めた。その後
は、ノーベル平和賞の賞金等をベースに「平和と
人類の進歩のためのアリアス財団」を設立し、そ
こを中心に活動した。2006年サンチェスは再び、
コスタリカ大統領に就任した。
（11）1989年12月の米ソの冷戦終結宣言、1991年12月の
ソ連崩壊以降、多くの旧社会主義諸国等は社会的
混乱に直面して行く。概して、それらの鎮静化に
おいて1992年頃より、米国は自国が前面に出るの
ではなく、国連PKO等の国連の力を利用して行く。
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アジアにおいても、カンボジアの安定化を進める
上で、国連カンボジア暫定統括機構（UNTAC）
等の国連の力が発揮された。
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